
平成１9年　第 1 回　定例会　一般質問
№ 発　言　者 発　言　事　項 発　言　要　旨 答弁を求める者

1 大串議員 「共生社会」の実現に向けて 「新生・千代田区政」のスタートにあたり、質問を行う。 区長並びに関係理事者

①千代田区政として、今後目指すべきものは何か。
②共生社会を実現していくための方途は
③地域生活環境指標マップの作成を提案するが所見は

2 小枝議員 １．千代田型住民自治のルールづくりについて 区長並びに関係理事者

２．発達障害児教育への理解促進について

３．非常勤職員の処遇改善について

3 寺沢議員 認知症への対応策について 区長及び理事者

○認知症サポーター制度について
○施設入居基準（ポイント制）の見直しについて
○火災等への安全対策について
○グループホーム運営事業者について　　　　等

4 小山議員 区長並びに関係理事者

5 住宅用火災警報器の普及啓発について １、住宅火災で死亡に至った人の６割が高齢者 区長並びに関係理事者

２、死亡原因は逃げ遅れが最も多い
３、火災の早期発見には火災警報器の設置が有効
４、高齢者同居世帯はもとより希望者に火災警報器を配布し、区民の生命財産を守るための施策を講じる必要がある。

6 木村議員 １マンション住民と管理組合への支援について ハード・ソフト両面からの支援策について、いくつかの提案をおこなう。 区長、関係理事者

２都市再生について ○国家公務員宿舎の売却・処分について
○日本橋川沿線内神田地域まちづくりの推進について

7 林議員 ◎地下防災マップの作成を！ ・地下街のマップは？　・建物の地価図面マップは？　・地下鉄路線と駅のマップは？ 区長並びに関係理事者

・地下マップを立体的にし一体化した図面の作成は？
◎パソコンの廃棄をどうする？ ・古いパソコンの廃棄基準は？・リース機はどうするのか？

・区民が心配しないように廃棄基準を公開しては？

8 飯島議員 子どもの健やかな成長のために 　子どもたちをとりまく環境がさまざまな点で悪化しています。 区長、ならびに関係理事者

　子どもたちが心身ともに健やかに育つために、のびのび、いきいきと過ごせる場がなくてはなりません。
　その場を保障するために、区は長期的な視野にたち、責任をもつことが求められています。

１）放課後子どもプランについて
２）学童クラブについて
３）児童館について　　　　など

官の担う領域が見直されていく中で、民間仕事への不満不信も聞こえている。「新しい公共」哲学確立されるまでの間、自治
体において、多くの役割を担いうる非常勤職員の処遇改善について提案する。

小林やす
お議員

　昨今、高齢化に伴ない千代田区でも認知症の方々が増加している。行政、地域、家族等がどのように理解し接していけば
良いか、それぞれ出来ることは何かについて、以下のように質問する。

発 　言 　通 　告 　書 　＜総括表＞

行政施策の展開については、先進との評価を得ている一方で、「住民の満足度」は必ずしも高まってはいない。区制６０周年
にあたり、千代田区らしさのある千代田区型自治基本条例制定の着手を求める。

障害の中でも最も身近で外見からはわかりにくい発達障害児教育の就学相談業務の改善を含め、理解促進のための具体
的施策を求める。

リバースモゲージ制度（不動産担保による生活保障制度）の
導入について

千代田区で６５歳以上の高齢者世帯は２５．８％で、持ち家率は６１％を超えている。年金・介護制度そして医療保険も先行
き不透明で区民は老後に不安感を持っている。不動産はあるが現金収入はない。しかし、子どもには面倒かけたくない。そ
んな人のために区は、リバースモゲージ制度の導入を進めてはどうか。
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9 河合議員 区長並びに関係理事者

「喫煙マナー啓発員」制度について 喫煙マナー啓発員に対する身分保障や事件・事故に対する対応

循環型社会に対する行政の考え方
「東京都再生可能エネルギー戦略」をうけての千代田区の考え方・方向性

10 松本議員 ①千代田区における教育委員会のあり方について

区長並びに関係理事者

11 竹田議員 １　千代田区の将来像について ２３区の再編論議について問う

区長並びに関係理事者

２　民営化について 民営化の加速に伴い、公的責任のあり方について問う

　教育現場と教育委員会との連携について問う。また、多様な教育に関する要望をどのように受け止めているのか、さらに今後の区の
教育委員会のあり方について問う。

「東京都再生可能エネルギー戦略」に対する、千代田区
の取り組みについて

「安全で快適な千代田区の生活環境の整備に関する条例」
（生活環境条例）の施行５周年目にあたり、これまでの成果と
今後の取り組みについて

生活環境条例施行５周年にあたり、これまでの成果と今後の方向性。８０万昼間人口に対する喫煙所の設置も含めた行政
サービスのあり方。喫煙者と非喫煙者との共生の方向性
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